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Ⅲ．海外工事受注の状況
１．海外工事受注の推移
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アフリカ 中東 アジア 北米、欧州、大洋州等中南米

（注）現地法人の受注を含む
出典：海外建設協会「海外建設受注実績」

海外工事受注は、世界的な景気後退の影響により2009年には約7,000億円まで急減したが、2010年度以降はアジアを中心に増
加に転じ、７年連続して１兆円を超えており、2017年度は約1.85兆円と最高値となった。

２．海外工事受注の内訳
①本邦法人・現地法人別 � ②発注者（民間・公共）別
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（注）�「公共」の「その他」には、日本政府（有償・無償）、国際金融機関等
からの資金による工事および日本政府発注工事を含む。

出典：海外建設協会

本邦法人、現地法人の受注割合については、2011年度以前は現地法人の受注が50%を下回っていたが、近年は増加傾向にあり、
50% から70% 程度で推移している。   
発注者別では、2014年度より現地企業発注の民間工事の割合が最も高くなっている。
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国内状況
Ⅰ．国内経済における建設産業
１．国内総支出における建設投資

民間最終消費支出
305.2兆円（55.5％）

政府最終消費支出
107.8兆円（19.6％）

消費
（75.1％）

純輸出等
（0.7％）

固定資本形成
（24.2％）

固定資本
形成

機械等
（民間）
70.6兆円

民間企業設備
87.6兆円
（15.9％）

民間住宅
17.5兆円
（3.2％）

2017年度
国内総支出
550.3兆円
（100.0％）

公的固定
資本形成
28.1兆円
（5.1％）

民間非住宅
建設投資17.0兆円

民間住宅
建設投資16.0兆円

2017年度
建設投資
56.0兆円
（10.2％）

機械等
（政府）
5.1兆円

政　　府
建設投資
23.0兆円

（注）1.（　）内は国内総支出中に占める割合を示す。
2. �建設投資中の「民間住宅」は国内総支出中の「民間住宅」と概念上は同一であるが、推計の機関が異なるため数値に若干の相違がある。

出典：内閣府「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」、国土交通省「建設投資見通し」

国内総支出（GDE）のうち、約75% は消費支出であり、残りのほとんどの部分は固定資本形成（投資）となっている。固定資
本形成のうち、建設関連部分が建設投資に相当する。2017年度の建設投資の国内総支出全体に占める割合は約10％である。

２．建設投資比率の推移
（％） 民間非住宅建設投資／民間企業設備投資 建設投資／国内総支出
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出典：内閣府「国民経済計算」、「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」、国土交通省「建設投資見通し」

国内総支出に占める建設投資の割合は長期にわたり減少傾向にあったが、2010年度の8.4%を底に増加に転じており、近年は約
10% で推移し、2017年度は10.2% となった。また民間企業設備投資に占める民間非住宅建設投資の割合も近年増加傾向にあ
る。
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３．産業別生産額

製造業
113.3兆円
（21.0％）

建設業
29.7兆円（5.5％）

卸売・小売業
74.0兆円
（13.7％）

不動産業
61.2兆円
（11.4％）

金融・保険業
22.5兆円（4.2％）

運輸・郵便・情報通信業
53.8兆円
（10.0％）

サービス業
132.2兆円
（24.6％）

公務
30.8兆円（5.7％）

2016年
国内総生産
538.4兆円
（100％）

その他の産業
20.9兆円（3.9％）

出典：内閣府「国民経済計算」

国民経済計算（2016年）では、建設業が新たに生み出した価値（生産額）は29.7兆円であり、国内総生産（538.4兆円）の5.5%
となっている。なお、建設業の産出額（64.6兆円。維持補修も含む）のうち、50% 強が建設資材等の中間投入部分であり、建
設業が新たに生み出した価値は50% 弱になる。

４．産業別就業者数

うち、
医療・福祉
814万人
（12.5％）

製造業
1,052万人
（16.1％）

卸売・小売業
1,075万人
（16.5％）

金融・保険業
168万人（2.6％）

うち、宿泊・飲食サービス業
391万人（6.0％）

サービス業
2,471万人
（37.8％）

公務
229万人（3.5％）

2017年
就業者数
6,530万人
（100％）

その他の産業
359万人（5.5％）

建設業
498万人（7.6％）

不動産・物品賃貸業
125万人（1.9％）

運輸・郵便・情報通信業
553万人（8.5％）

出典：総務省「労働力調査」

労働力調査（2017年）によると、建設業就業者数は498万人（前年比３万人増）、全就業者数に占める割合は7.6％である。
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５．建設業の景況
①建設業景況調査

地元建設業界の景気　（・棒グラフは、回答企業の構成比（％）を示す。　・折れ線グラフは、B.S.I.（季調済）を示す。）� 全国
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（注）�B.S.I.（景況判断指数）は、「良い」、「やや良い」（「良い」に集計）「変らず」、「やや悪い」（「悪い」に集計）、「悪い」の回答集計を基に、（「良い」と回答
した企業割合−「悪い」と回答した企業割合）×１/２で算出

出典：「建設業景況調査」
北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社

建設業景況調査によると、地元建設業界の景況判断指数は「悪い」傾向が続いている。

②全国企業短期経済観測調査

D.I.（建設業 _ 中小企業 _ 実績）
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（注）�D.I. は、「良い」、「さほど良くない」、「悪い」の回答集計を基に、（「良い」と回答した企業（資本金２千万円以上１億円未満の中小企業（建設業））割合−
「悪い」と回答した企業割合（資本金２千万円以上１億円未満の中小企業（建設業）））で算出。なお、「さほど良くない」の選択肢に関して、上記「建設業
景況調査」における「やや悪い」程度の判断が含まれる可能性があることなどから、日銀短観の数値の方がプラスになり易いのではないかとの指摘もある。

出典：「全国企業短期経済観測調査」日本銀行

全国企業短期経済観測調査によると、中小建設企業の D.I. は近年プラスで推移している。
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Ⅱ．建設産業全般
建設投資、許可業者数、就業者数の推移比較
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許可業者数 就業者数建設投資額

56.0

465

498

53.6

51.051.151.3

45.3
43.3

41.9
43.0

48.247.7

51.3
51.6

52.8
53.7

56.8

61.3

66.2

68.5

71.4

出典：国土交通省「建設投資見通し」、「建設業許可業者数調査」、「労働力調査」

建設投資は2010年度を底に、その後は東日本大震災の復興需要や民間投資の回復により増加傾向が継続している。一方で、許
可業者数と就業者数は減少傾向が続いていたが、近年はほぼ横ばいで推移している。
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Ⅲ．建設投資
１．建設投資の推移

0
181992
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36.6 36.2 33.1 30.9 30.2 32.0 32.6 33.5 30.8 25.031.5

1009

68.5 66.2
61.3
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53.7 52.8 51.3
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43.0

18.0
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18.6

24.7

43.3
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25.6
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22.6

28.7

51.3

22.8

28.3
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21.3

29.7

51.0

22.4

31.2

53.6

23.0 23.1

33.0 34.1

56.0 57.2

11 1312 15 1614

51.6
48.2

08

31.131.1

（注）2016、17年度は見込み額、18年度は見通し額
出典：国土交通省「建設投資見通し」

建設投資は1992年度の84兆円をピークに減少傾向が続き、2010年度には41.9兆円まで減少した。その後は、東日本大震災の
復旧・復興需要等による政府建設投資の増加、及び民間投資の回復により増加に転じており2018年度の建設投資は57.2兆円と
予測されている。

２．建設投資の内訳
政府住宅（1.0）

民間
（58.9）

建築
（54.2）

民間住宅
（28.6）

政府非住宅建築
（3.9）

政府土木
（36.2）

民間非住宅建築
（20.7）

民間土木
（9.6）

土木
（45.8）

政府
（41.1）

（2017年度） 建設投資（2017年度）の内訳
をみると、発注者別では民間部
門58.9％、政府部門41.1％で
あり、工事別では建築54.2％、
土木45.8％となっている。

（注）（　）内は投資総額を100とした場合の構成比
出典：国土交通省「建設投資見通し」
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３．公的固定資本形成（IG）の推移

IG（実質・原系列）
（実質・原系列：億円） （実質・季節調整系列：億円）

IG（実質・季節調整系列）
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60,80560,612

75,271
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（注）�公的固定資本形成とは、政府及び公的企業の固定資本ストックの増加に対する投資であり、１）公的住宅の建設への投資、２）公的企業の活動上使用す
る機械設備や建物への投資、３）一般政府（国、地方公共団体）が行う公共工事や施設の建設等への投資の３つに分かれる。

出典：内閣府　四半期別 GDP 速報

我が国の公的固定資本形成（IG）の推移は、四半期別では例年第３・４四半期（10月〜３月）にかけて増加する傾向となってお
り、年率換算（季節調整済み）では24兆円から27兆円程度で推移している。
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４．建設投資の中長期予測
予測結果（名目値）
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2010 2015 2020 2025 2030 （年度）

ケース１：近年の水準と比べ増加
ケース２：近年の水準と比べ概ね横ばい 

ケース１（上位）

ケース１（下位）

ケース2（上位）

ケース2（下位）

2010年
度

2015年
度

2020年度 2025年度 2030年度
ケース１ ケース２ ケース１ ケース２ ケース１ ケース２

名
目
値

建設投資額 41.9 51.0 50.7〜52.5 49.0〜50.4 51.2〜54.4 47.1〜49.2 51.1〜56.4 44.9〜48.2
①政府 18.0 21.6 18.7〜19.7 18.7〜19.3 18.7〜21.5 18.7〜20.4 18.7〜23.4 18.7〜21.4

土木 15.8 18.9 16.4〜17.6 16.4〜16.9 16.4〜18.8 16.4〜17.9 16.4〜20.5 16.4〜18.8
建築 2.2 2.7 2.3〜2.5 2.3〜2.4 2.3〜2.6 2.3〜2.5 2.3〜2.9 2.3〜2.6

②民間 23.9 29.4 32.0〜32.8 30.3〜31.1 32.5〜33.0 28.3〜28.8 32.3〜33.1 26.1〜26.9
住宅 13.0 14.4 14.0〜14.8 13.8〜14.7 11.9〜12.4 11.4〜11.9 9.2〜10.1 8.6〜9.4
非住宅
建築 6.9 10.0 11.8 10.8 13.5 11.1 15.1 11.5

土木 4.1 5.0 6.2 5.7 7.1 5.8 8.0 6.0
（注）１．政府及び民間土木の維持・修繕額については、それぞれの建設投資額に含まれている。 

２．2015年度の建設投資額は、国土交通省「平成28年度建設投資見通し」（2016年７月）による。
３．�ケース１、ケース２はそれぞれ、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2016年７月26日）における「経済再生ケース」、「ベースラインケース」

が実現する場合。
　※経済再生ケース　　　�日本経済再生に向けた、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略を柱とする経済財政政策の効果が

着実に発現。   
中長期的に経済成長率は実質２％以上、名目３％以上、消費者物価上昇率（消費税率引上げの影響を除く）は２％近傍で安定
的に推移。

　※ベースラインケース　�経済が足元の潜在成長率並みで将来にわたって推移。   
中長期的に経済成長率は実質１％弱、名目１％半ば程度。

４．予測の内容は、種々の不確実性を伴うため、相当な幅を持って理解される必要がある。
出典：建設経済研究所「建設投資の中長期予測〜2030年度までの見通し〜」

名目ベースでは、建設投資は、2030年度にはケース１では近年の水準と比べ増加（51.1兆円〜56.4兆円）と予測される。一方、
ケース２では近年の水準と比べ概ね横ばい（44.9兆円〜48.2兆円）と予測される。



28

建設・インフラ・データ集

５．建築着工床面積の推移
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出典：国土交通省「建築着工統計」

建築着工床面積は、2007年度の改正建築基準法施行の影響、及び2008年度のリーマンショックによる景気悪化により、2009
年度には113百万㎡まで減少した。2010年度以降は緩やかな回復基調が続いていたが、近年は130百万㎡台で推移している。

６．新設住宅着工戸数の推移
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出典：国土交通省「建築着工統計」

新設住宅着工戸数は、2007年度の改正建築基準法施行の影響、及び2008年度のリーマンショックによる景気悪化により、2009
年度には775千戸まで減少したが、2010年度以降は、緩やかに増加してきた。2014年４月の消費税増税に伴う反動減があった
ものの、その後回復基調が続いている。
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７．非住宅建築着工床面積の推移
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出典：国土交通省「建築着工統計」

2017年度の非住宅建築着工床面積を使途別にみると、「工場」は堅調な民間投資により、「倉庫」は e- コマースの利用拡大によ
り増加基調が続いている。一方で「店舗」はe-コマースの利用拡大等の消費者の購入形態の変化に伴い減少傾向が続いている。  

「事務所」は2016年度と比較してほぼ変わらず、「学校」、「病院」は減少となっている。

８．利用関係別住宅の規模と単価
①住宅一戸当たりの床面積（㎡）

分譲マンション持家 分譲一戸建貸家

1998 99 2000 08 100703 05 06040201 （年度）

（㎡）
160

140

120

100

80

60

40

20
1211 13 1716151409

46

120

74

104

出典：国土交通省「建築着工統計」

②住宅床面積当たりの建築単価（工事予定額）（万円/㎡）

持家 分譲住宅貸家

2011 2012 2013 2014 2015 （年度）

（万円/㎡）
22
21
20
19
18
17
16
15
14

20172016

19.7
19.1
18.4

出典：国土交通省「建築着工統計」

住宅の規模（１戸当たり床面積）は持家、分譲マンションが縮小傾向となっている一方で、貸家、分譲戸建はほぼ横ばいで推移
している。建築単価は2011年度を基準でみると、2017年度には全ての分野で㎡当たり１〜３万円程度上昇している。
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９．非住宅建築物の規模と単価
（非住宅建築物1棟当たり床面積の推移）
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（注）非住宅建築物の使途別内訳は代表的な3施設のみを示す。
出典：国土交通省「建築着工統計」

非住宅建築物規模（１棟当たり床面積）は2012年度以降600㎡台で推移している。建築単価（㎡当たり）は2013年度以降上昇
が続いており、2017年度は過去最高の219千円となった。
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10．工事種類別請負契約額の推移
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（注）2013年度より推計方法を変更している。
2012年度の数値は新推計方法により再集計した参考値。

出典：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」

受注高の推移については、元請受注高は2010年度の29.2兆円を底に増加傾向にあり、2017年度は57.8兆円まで増加した。下
請受注高は2011年度の11.6兆円を底に増加傾向にあり、2017年度は25.5兆円となった。

11．元請下請完成工事高の推移
①元請下請完成工事高の推移（総額）
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（注）�下請工事：�元請工事以外の、他の建設業者（元請業者や下請業者）から下請として請け負った建設工事をいい、１次又は２次等の下請工事を含む。
出典：国土交通省「建設工事施工統計」

元請完成工事高は2009年度の45.5兆円を底に増加傾向にあり、2016年度は55.5兆円となった。また、下請完成工事高も2010
年度の25.5兆円を底に増加傾向にあり、2016年度は31兆円となっている。
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②元請下請完成工事高の推移（完成工事高１億円以上の企業の合計）
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③元請下請完成工事高の推移（完成工事高1,000万円以上１億円未満の企業の合計）
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④元請下請完成工事高の推移（完成工事高1,000万円未満の企業の合計）
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出典：国土交通省「建設工事施工統計」

規模別（完成工事高別）の完成工事高の合計額は、完成工事高１億円以上の企業及び完成工事高1,000万円未満の企業について
は、元請完成工事の比率が下請完成工事高の比率を大幅に上回っているが、完成工事高が1,000万円以上１億円未満の企業につ
いては、下請完成工事高の比率の方が高くなっている。
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Ⅳ．建設事業
１．建設業許可業者数の推移
①建設業許可業者数の推移（全体）

45

35
1998 01 02 03 04 080706200099 （年度）

50

55

65

50

40

70

60

71.4

56.0

80
（許可業者数：万業者） （建設投資額：兆円）

60

40

05 09 10 11 14 15 16 171312

許可業者数 建設投資額

60.1

58.6
57.1 55.9 56.3

54.2
52.4

50.8

51.3
49.9

48.4
47.0 47.1 47.3 46.8 46.5

46.5

50.9

55.2

58.6

ピーク時（92年度 84.0兆円）の66.7％

ピーク時（99年度）の77.4％

（注） 許可業者数は各年度末時点
出典：国土交通省「建設業許可業者数調査」、「建設投資見通し」

建設業許可業者数は1999年度の60.1万業者をピークに減少傾向が続いており、2017年度は46.5万業者となっている。

②地域別許可業者数の推移
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出典：国土交通省「建設業許可業者数調査」

地域別の許可業者数では、1998年を基準にすると、減少率が一番大きい中国で74.6% の水準まで減少している。
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２．売上高総利益率と売上高営業利益率
①売上高総利益率の推移
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出典：財務省「法人企業統計調査」

規模別（資本金別）の総利益率は、近年各規模とも上昇傾向にあり、特に1,000万円未満では、34.9% まで上昇している。

②売上高営業利益率の推移
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出典：財務省「法人企業統計調査」

規模別（資本金別）の営業利益率は、近年各規模とも上昇傾向にあり、特に10億円以上では、７% 台まで増加している。
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３．倒産の推移

0
1998 99 2000 01 02 0403 09 11 14 1615 1713121006 080705 （年）

1,000

3,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

7,000

6,000

（倒産：件）

（負債総額：十億円）

2,000

件数
負債総額

5,668

4,650

6,214

6,154
5,976

5,113

4,002 4,018

4,087

3,391

2,421

3,523

4,467

3,855

3,783

1,6861,605

1,965

3,002

1,579

2,224

1,286
1,451

2,059

2,498

1,559

1,104
1,277

812 914

482

807

194 178 154236
403

528
728

844

（注）負債額1,000万円以上
出典：東京商工リサーチ「倒産月報」

政府建設投資は一定の水準を維持しつつ、民間投資も回復基調が続いており、2017年の建設業の倒産件数、負債総額は、過去
20年で最低となった。

４．休廃業・解散の推移
（件）

0

1,000

3,000

10,000

6,000

8,000

2,000

4,000

5,000

7,000

9,000

2007 08 09 16 17151110 （年）13 1412

7,504 

8,586 8,512 8,531 8,387
8,609 

7,794 
7,568 7,640

8,230
7,877

休廃業・解散

出典：帝国データバンク「全国「休廃業・解散」動向調査

建設業の休廃業・解散件数は、2012年の8,609件をピークに近年はやや減少傾向となっており、2017年は7,877件だった。
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５．社会資本の老朽化の状況
建設後50年以上経過する社会資本の状況

道路橋（約40万橋）

トンネル（約１万本）

30%

43%

36%

32%

26%

9%

24%

41%

58%

61%

64%

23%

19%

10%

3%

河川管理施設（水門等）
（約１万施設）

下水道管渠（総延長：約45万km）

湾岸岸壁（約5千施設）
（水深－4.5m以深）

2017年12月 2023年３月（予測） 2033年３月（予測）

70

60

50

40

30

10

20

0

（％）

（注）１. 道路橋70万本のうち、建設年度不明橋梁の約30万本は含まない。
２. 建設年度不明トンネルの約250本は含まない。
３. �河川管理施設は国管理施設のみで50年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な約1,000施設は約50年

以上経過した施設としている。
４. �下水道管渠は、30年以内に布設された管渠については概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な約１万５千施設は約30年以上経過した施

設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分している。
５. 建設年度不明岸壁の約100施設は含まない。

出典：国土交通省

最も老朽化が進んでいる河川管理施設では、2017年12月時点で約30% が建設後50年を超えているとされている。今後、老朽
化がさらに進み、2033年にはトンネル、下水道管渠以外の施設の半数以上が、建設後50年を超えるとされている。
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６．災害対応空白地域
各都道府県建設業協会会員企業の不在状況からみた災害対応空⽩地域①

各都道府県建設業協会会員企業の不在状況からみた災害対応空⽩地域②

前回調査時（2015年11月）との比較

都
道
府
県

市
区
町
村
数

会員企業不在の
市区町村数

会員企業不
在となる懸
念のある市
区町村数

都
道
府
県

市
区
町
村
数

会員企業不在の
市区町村数

会員企業不
在となる懸
念のある市
区町村数

都
道
府
県

市
区
町
村
数

会員企業不在の
市区町村数

会員企業不
在となる懸
念のある市
区町村数

2018/4 2015/11 増減 2018/4 2015/11 2018/4 2015/11 増減 2018/4 2015/11 2018/4 2015/11 増減 2018/4 2015/11
北海道 179 33 35 -2 0 0 長　野 77 6 6 0 0 0 岡　山 27 0 0 0 0 0
青　森 40 6 7 -1 0 0 富　山 15 0 0 0 1 1 広　島 23 3 4 -1 0 0
岩　手 33 0 0 0 0 0 石　川 19 0 0 0 0 0 山　口 19 0 0 0 3 0
宮　城 35 0 0 0 0 0 福　井 17 0 0 0 0 0 徳　島 24 1 0 1 3 3
秋　田 25 5 4 1 1 2 岐　阜 42 0 0 0 0 0 香　川 17 1 1 0 0 0
山　形 35 0 0 0 0 0 静　岡 35 1 1 0 1 0 愛　媛 20 0 0 0 4 4
福　島 59 13 11 2 15 11 愛　知 54 28 28 0 0 0 高　知 34 0 0 0 0 1
茨　城 44 0 0 0 7 7 三　重 29 1 1 0 0 0 福　岡 60 0 0 0 0 0
栃　木 25 1 1 0 3 2 滋　賀 19 0 1 -1 1 1 佐　賀 20 2 2 0 0 2
群　馬 35 6 5 1 0 0 京　都 26 6 5 1 3 4 長　崎 21 1 2 -1 2 3
埼　玉 63 2 3 -1 12 9 大　阪 43 34 33 1 0 0 熊　本 45 1 1 0 0 0
千　葉 54 3 2 1 10 0 兵　庫 41 1 1 0 2 4 大　分 18 0 0 0 0 0
東　京 62 14 15 -1 0 0 奈　良 39 0 0 0 0 0 宮　崎 26 0 0 0 4 4
神奈川 33 1 1 0 10 10 和歌山 30 0 0 0 0 0 鹿児島 43 2 2 0 0 0
新　潟 30 3 3 0 0 0 鳥　取 19 2 2 0 0 0 沖　縄 41 7 8 -1 5 4
山　梨 27 2 2 0 3 0 島　根 19 1 1 0 0 0 全　国 1,741 187 188 -1 90 72

出典：全国建設業協会「各都道府県建設業協会会員企業不在の市区町村数からみる災害対応空白地域について」

全国建設業協会の会員企業（以下、会員企業）が不在で災害対応にリスクを抱える市区町村は187となり、全体の10.7％である
（前回調査から１減）。   
会員企業が不在となる懸念のある市区町村（当該市区町村内に会員企業が１、２社しかいないなど）は90となり、前回調査から
18増となった。 会員企業が不在の市区町村数187の約５割に及ぶ数が潜在していることになる。
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７．建設業の許可業者の少ない市町村の例
許可 

業者数 市町村名 人 口 普通建設 
事業費 高齢化率 

1

丹
た ば や ま む ら

波山村（山梨） 594人 4.1億円 47.7%

売
う る ぎ む ら

木村（長野） 597人 1.4億円 45.1%

知
ち ぶ む ら

夫村（島根） 592人 8.6億円 48.1%

小
お ぢ か ち ょ う

値賀町（長崎） 2,662人 5.9億円 45.0%

北
きただいとうそん

大東村（沖縄） 590人 12.8億円 18.5%

2

神
かもえないむら

恵内村（北海道） 923人 3.4億円 39.5%

音
お と い ね っ ぷ む ら

威子府村（北海道） 784人 3.5億円 28.4%

檜
ひのえまたむら

枝岐村（福島） 588人 4.5億円 33.5%

上
う え の む ら

野村（群馬） 1,302人 14.6億円 42.6%

根
ね ば む ら

羽村（長野） 1,004人 15.0億円 47.2%

新
しんじょうそん

庄村（岡山） 961人 3.1億円 40.5%

座
ざ ま み そ ん

間味村（沖縄） 910人 7.8億円 23.3%

3

占
しむかっぷむら

冠村（北海道） 1,242人 7.7億円 23.3%

磐
ばんだいまち

梯町（福島） 3,627人 11.8億円 31.5%

平
ひ ら や む ら

谷村（長野） 473人 7.4億円 38.7%

北
きたがわむら

川村（高知） 1,397人 5.1億円 40.9%

渡
と か し き そ ん

嘉敷村（沖縄） 693人 6.7億円 23.1%

粟
あ ぐ に そ ん

国村（沖縄） 734人 6.4億円 35.1%

4

島
しままきむら

牧村（北海道） 1,573人 3.6億円 41.4%

中
な か ふ ら の ち ょ う

富良野町（北海道） 5,131人 4.5億円 32.2%

七
しちかしゅくまち

ヶ宿町（宮城） 1,523人 4.3億円 45.3%

昭
しょうわむら

和村（福島） 1,347人 6.5億円 54.7%

南
なんもくむら

牧村（群馬） 2,106人 3.2億円 58.3%

北
きたあいきむら

相木村（長野） 798人 5.0億円 39.8%

王
おうたきむら

滝村（長野） 841人 3.3億円 37.7%

大
おおかわむら

川村（高知） 420人 4.7億円 44.5%

南
みなみだいとうそん

大東村（沖縄） 1,282人 18.1億円 21.9%

5

留
る す つ む ら

寿都村（北海道） 1,955人 11.5億円  25.6%

赤
あかいがわむら

井川村（北海道） 1,150人 8.5億円 31.3%

北
ほくりゅうちょう

竜 町（北海道） 1,995人 6.9億円 41.4%

大
おおかたむら

潟村（秋田） 3,238人 21.8億円 29.9%

葛
かつらおむら

尾村（福島） 1,480人 11.6億円 34.3%

水
みずかみむら

上村（熊本） 2,323人 6.4億円 37.5%

五
い つ き む ら

木村（熊本） 1,189人 17.1億円 44.3%

（注）�人口、高齢化率：総務省「住民基本台帳年齢階級別人口」2015年 
普通建設事業費：総務省「地方財政統計年報」2014年

出典：国土交通省資料

建設業の許可業者の少ない（５業者以下）市町村の数は、北海道が最も多く８町村、次に長野県と沖縄県でそれぞれ５村となっ
ている。
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Ⅴ．建設労働
１．建設業就業者数の推移
①建設業就業者数の推移（全体）

06 07

400

　300
1998 99 01 02 032000 （年）

500
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700

50

40

60

70

80
662

450

71.4

498

334

56.0

04 05 08 09 11 12 1615 17141310

（建設業就業者数：万人） （建設投資額：兆円）

ピーク時（97年 685 万人）の 72.7％

ピーク時（92年度 84.0兆円）の66.7％

建設技能者数 建設業就業者数 建設投資額（年度値）

ピーク時（97年 464 万人）
の 72.0％

（注）2013年以降は、いわゆる「派遣社員」を含む。
出典：総務省「労働力調査」、国土交通省「建設投資見通し」

建設業就業者数は建設投資の減少に伴い、1997年の685万人をピークに減少が続いていたが、近年はほぼ横ばいで推移してお
り、2017年は498万人、そのうち、建設技能労働者は334万人である。

②地域別建設業就業者数の推移

120
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0
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40

（南関東以外：万人） （南関東：万人）

2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17（年）

北海道 北関東・甲信 北陸東北 南関東
東海 四国 九州・沖縄近畿 中国

136

67
61
55

46
39

30
26
22
16

出典：厚生労働省「労働力調査」　※2011年の東北地方のデータは無し

地域別の建設業就業者数は、2000年を基準にみると、2012年以降の東北における増加傾向等を除き、各地域とも緩やかな減少
傾向が続いている。
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２．建設業就業者の高齢化

5
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35

25

（％）

30

1998 99 2000 07 08060201 （年）09 10 14 171615131104 0503 12

全産業（29歳以下） 全産業（55歳以上） 建設業（29歳以下） 建設業（55歳以上）

34.1

24.2

16.1

11.0

21.6

29.7

23.1
23.1

出典：総務省「労働力調査」

建設業就業者は、29歳以下が約11％、55歳以上が約34％と全産業平均と比較すると高齢化が著しい。

３．技能労働者不足率の推移

1998 99 2000 01 02 03 04 05 06 （年）08 09 10 1614 1513121107 17
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（技能労働者不足率：％）（建設投資前年度比：％）
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建設投資額（前年度比） 技能労働者不足率

（注）1. 型わく工（土木・建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木・建築）の６職種の技能労働者の不足率を示す。
2. �不足率＝（確保したかったができなかった労働者数−確保したが過剰となった労働者数）÷（確保している労働者数+確保したかったができなかった

労働者数）×100
出典：国土交通省「建設労働需給調査」、「建設投資見通し」

建設技能労働者の不足率は、2008年から2010年までマイナス（供給過剰）で推移したが、2011年以降、建設投資の増加を背
景にプラス（供給不足）に転じた。2017年の技能労働者不足率は1.2% となっている。
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４．年齢別技能労働者数

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65歳以上

2.7

14.0

20.0

24.6

33.3

44.6

43.2

33.9

31.9

33.3

47.9
（年齢）

（万人）
（注）年齢階級別技能労働者数（推計）＝年齢階級別建設業就業者数×全体技能労働者比率

出典：厚生労働省「労働力調査」（2017年平均）

労働力調査（2017年）を基に推計される60歳以上の技能労働者は約81.2万人おり、今後退職が進むことが予想されるため、若
年入職者の確保・育成が喫緊の課題である。

５．新規学卒者の入職状況
①新規学卒者の入職状況（全体）
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（折れ線：％）

建設業就業者数／全産業就業者数×100
建設業入職者数／全産業入職者数×100
（新規学卒者のみ）

（注）新規学卒者数には中学卒を含まない
出典：総務省「労働力調査」、文部科学省「学校基本調査」

建設業の入職者数（新規学卒）は1998年を基準にすると減少傾向が続き2009年には約2.9万人まで落ち込んだが、2010年以
降は回復基調にあり、近年は４万人前後で推移している。
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②学歴別入職状況
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出典：文部科学省「学校基本調査」

新規入職を学歴別にみると、大学卒が最も多く、2017年は約２万人で増加傾向が続いている。高校卒は1998年の約2.9万人か
ら2009年には約１万人にまで減少したが、近年は増加傾向にある。短大卒は1998年を基準にすると減少傾向が続いている。大
学院卒（修士・博士）と高専卒は1998年を基準にすると一定の増減はあるものの、比較的安定した入職者数となっている。
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６．建設業離職者数の推移
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出典：厚生労働省「雇用動向調査」

建設業における離職者数、離職率は、近年減少傾向が続いており、2016年は離職者数が219万人、離職率は7.7% となった。

７．労働賃金の推移
①労働賃金の推移（全体）

（年間賃金総支給額）

（年）
1998 99 2000 01 02 03 04 06 0705 08 09 13 15 171614121110

6,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

（千円）

4,450
4,312

4,703

4,884

5,517

5,697

全産業男性労働者 製造業男性生産労働者 建設業男性生産労働者

（注）1. �年間賃金総支給額＝決まって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額   
決まって支給する現金給与額＝6月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、職務手当、精皆手当、通
勤手当、家族手当、超過勤務手当を含む。

2. 生産労働者とは、主として物の生産が行われている現場等（建設現場等）における作業に従事する労働者である。
3. 調査対象は、10人以上の常用労働者を雇用する事業所。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

建設業の生産労働者（男性）の賃金は、他産業と比較して低い状況が長く続いているが、2017年は4,450千円まで上昇したこ
とで、近年で最も格差が縮小した。
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②労働賃金の推移（従業員規模別）

（建設業男性生産労働者の年間賃金総支給額）

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

6,000

5,500

6,500

7,000

5,435.4 

4,155.0

6,019.0

（千円）

16151413121110090807060504030201 （年）

10～99人従業員規模 100～999人 1,000人以上

1999 2000 17
（注）年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

従業員規模別の建設業生産労働者（男性）の年間賃金総支給額の推移をみると、年により増減はあるものの、長期でみると従業
員規模が大きい方が総支給額が高い状況となっている。

８．雇用形態別の建設業就業者数の推移

0

100

150

200

250

300

279

91

59
68

（万人）

2013 2014 2016 （年）

自営雇用形態 正規 非正規 役員

50

2015 2017
（注）�自営：自営業主・家族従業者　　 

正規：雇用者のうち正規の職員・従業員　　 
非正規：雇用者のうち非正規の職員・従業員（パート・アルバイト・契約社員等）  
役員：常雇の役員

出典：厚生労働省「労働力調査」

雇用形態別の建設業就業者数の比率は、安定的に推移しているが、2017年は正規の職員・従業員が微増し279万人となっている。
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９．労働生産性の推移

2,000

3,000

5,278.4

4,268.2

2,787.7

4,000

6,000

5,000

（円/人・時間）

16151413121110090807060504030201200099981997 （年）

全産業 製造業 建設業

（注）�労働生産性＝実質粗付加価値額（2011年価格）/（就業者数×年間総労働時間数）
出典：内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

1990年代後半から製造業の生産性が上昇傾向にあったのとは対照的に、建設業の生産性は2008年まで緩やかな低下が続いた。
これは建設業の特性（現地屋外生産、単品受注生産、労働集約生産）や低採算工事の受注が影響していると考えられるが、近年
は緩やかな上昇傾向となっている。

10．労働時間の推移

（年）1987 88 1798 99 2000 01 02 03 04 06 0705 08 09 10 11 15 161412 13

2,300

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

（時間） 調査産業計 製造業 建設業

2,080

2,288

2,056
1,982

2,149

1,871

1,781

2,111

1,768

（注）1. 年間労働時間＝年平均月間値×12
2. 調査対象は、30人以上の常用労働者を雇用する事業所。

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

建設業の労働時間は、依然として他産業よりも長く、2017年は全産業平均と比較すると約300時間の長時間労働となっている。
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11．就業日数の推移
①年間出勤日数の推移

260

255

250

245

240

235

230

225

220

（日）

08 09 10 11 12 13 14 15 16 172007 （年度）

調査産業計 製造業 建設業

18日

30日

256

253
251 251

252 252
254 254

251 251 252

233
231

227

228 228 228
227

226
224

222 222

238

234

230

235 235 235 235 235 234 234 234

（注）1. 年間出勤日数＝年度平均月間値×12
2. 調査対象は、5人以上の常用労働者を雇用する事業所。

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

建設業就業者における2017年度の出勤日数は252日と前年度より微増しており、製造業よりも18日多く、調査産業計よりも30
日多い状況となっている。

②平均月間就業日数の推移

23

22

21

20

19

18

（日）

2015 201620142013 2017 （年）

建設業全体 管理的職業
従事者

専門的・技術的
職業従事者 事務従事者 販売従事者 建設従事者 ※製造業全体

22.0
21.9
21.8
21.7
21.4

20.4

19.1

出典：厚生労働省「労働力調査」

建設業における平均月間就業日数は、事務従事者を除くいずれの職種も製造業全体を上回っており、近年大きな変化はみられな
い状況となっている。
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12．休日の取得状況
①全国建設業協会アンケート

会社で定めた年間休日数（日祝日を含む） 週休日の実施状況

13.4％

46.9％

27.5％

7.8％
4.4％

～70日 71～85日
101～115日 116日～86～100日

12.3%

54.8%

12.3%

16.7%

4.0%

おおむね４週４休以下 おおむね４週５休
おおむね４週６休 おおむね４週７休
おおむね４週８休

出典：全国建設業協会「働き方改革の推進に向けた取り組み状況等に関するアンケート調査」（2017）

全国建設業協会実施のアンケートによると、会社で定めた年間休日数については、86日以上が82.2%、週休日の実施状況は、
４週６休以上が83.8% となっている。

②日本建設産業職員労働組合協議会アンケート

休日の平均取得日数（2017年11月） 土曜日の休日取得状況（外勤者　2017年11月）
祝日 土曜日 日曜日

暦上の休日 全体 外勤

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

（日）

4

4

2

3.8

3.1

1.5

3.7

2.5

1.1
16.4%

24.4%
20.2%

31.5%

7.5%

0日 1日 2日 3日 4日

出典：日本建設産業職員労働組合協議会「2017時短アンケート特集調査時報 No.284」

日建協実施のアンケートによると、2017年11月の外勤者の休日取得状況は平均で7.3日、土曜日の休日取得状況については、
76.1% が２日以上の休日を取得した結果となっている。
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13．社会保険の加入状況
■一次下請企業の社会保険加入状況

94.1%

3.7%2.1%
健康保険加入状況

加入 適用除外 未加入

93.5%

4.4%2.2%
厚生年金保険加入状況

加入 適用除外 未加入

94.0%

3.8%2.1%

加入 適用除外 未加入

雇用保険加入状況

■二次下請に対する社会保険の加入指導状況

63.8%

8.8%

14.2% 13.2%

直接加入指導を行っている

一次下請を通じて、加入指導を行っている

加入指導を行っていない

二次下請はない

■現場作業員の社会保険加入状況

91.1%

健康保険加入状況

加入 未加入

8.9%

年金保険加入状況

加入 未加入

84.2%

15.8%

雇用保険加入状況

加入 未加入

79.8%

20.2%

出典：全国建設業協会「賃金水準の確保及び社会保険加入状況等調査」（2015）

全国建設業協会の会員企業において、一次下請企業は全ての社会保険の加入率が90%を超えているが、二次下請企業を含めた現
場作業員については、加入率が低くなっている。
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14．女性の参画
①就業者中に占める女性の比率

3.3 3.0 2.9 2.7 2.6 2.5 2.2 2.12.5 2.2 2.0 1.9 1.8 1.6 1.8 1.6 1.6 1.6 1.8
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40.740.8 40.8 41.0 41.0 41.1 41.3 41.4 41.5 41.5 41.6 42.0 42.2 42.2

42.2 42.2 42.3 42.6 42.7 42.9 43.2 43.4 43.6 43.7 43.9 44.4 44.7 44.6 45.4 46.145.745.644.8

42.842.3 43.5 43.843.243.0
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（注）2011年は、東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島3県を含まない。
出典：総務省「労働力調査」

全産業の就業者中に占める女性の比率は緩やかに上昇が続いており2017年は約44％となっている。一方、建設業においては女
性の比率は10％台半ばと他産業に比べて低く、更に女性技能労働者の比率は1% 台である。

②大手建設会社の従業者数の推移（女性従業者の比率）

（職種別従業者数）

1998 99 2000 08 100703 05 06040201 （年）1211 13 1716151409
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（注）1. �大手総合建設会社（2002年まで36社、2003年から2013年まで35社、2014年以降33社）の従業者（役員を含む。いわゆる「派遣社員」（17年19.6
千人）は含まない）

2.（　）内は構成比

（女性従業者の比率）
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4.2

4.2

12.2 12.0

37.1 37.1 35.936.736.035.434.933.032.732.633.432.431.2
34.034.234.136.235.936.3

12.311.911.711.410.510.710.911.111.111.011.411.612.112.512.5
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2.4

4.8

4.5

12.3

5.1

36.8

4.8

12.1

5.34.44.34.23.86.24.75.87.37.06.46.111.111.510.59.3

15.2

4.03.73.73.52.82.62.5
2.42.72.42.11.61.81.71.81.8

（注）大手総合建設会社（2002年まで36社、2003年から2013年まで35社、2014年以降33社）の従業者（役員を含む）
出典：国土交通省「建設業活動実態調査」

大手建設会社における女性従業者の比率は、近年12％台で推移している。その中でも技術職、技能職等の割合は、近年わずかで
はあるが上昇傾向にある。
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15．登録基幹技能者の処遇
登録基幹技能者の人数等と処遇

雇用している登録基幹技能者の人数等（平均値）
（人）

平成29年1月分の給与
（基本給＋諸手当）の

支払額（中央値※）
（円）

登録基幹技能者数 
（正社員） 

登録基幹技能者数 
（下請等の配下） 

資格を取得させたい
社員数 

全体 5.1 1.9 5.7 400,500

前回（2016年度） 5.0 1.6 5.0 395,000

前々回（2015年度） 4.0 3.1 5.6 400,000

地
域
別

北海道 4.3 1.3 4.8 400,000

東北 4.6 0.3 5.0 360,150

関東 6.2 3.8 8.9 450,000

北陸 3.9 0.5 3.4 368,000

中部 3.9 3.0 4.3 432,000

近畿 5.0 3.1 4.9 442,460

中国 6.1 0.5 6.4 400,000

四国 2.7 0.5 2.5 367,500

九州 5.3 0.5 3.6 370,000

沖縄 5.1 0.8 6.0 366,080

従
業
員
規
模
別

1～4人 1.2 0.6 1.2 350,000

5～9人 1.9 0.8 2.1 368,000

10～29人 3.5 1.0 3.7 403,000

30～99人 6.7 2.6 7.5 420,000

100～299人 11.3 3.3 10.7 444,700

300人以上 39.1 20.0 60.3 500,000

雇
用
す
る
登
録
基
幹
技
能
者
の
職
種

（
総
回
答
数
18
社
以
上
の
職
種
）

鳶・土工 6.8 3.5 6.5 420,000

電気工事 8.3 1.6 10.2 385,000

左官 3.7 1.7 5.7 400,000

内装仕上工事 1.5 0.6 1.7 350,000

標識・路面標示 4.8 0.1 5.0 420,000

建設塗装 3.2 0.5 4.0 363,778

防水 3.8 4.4 5.1 435,000

コンクリート圧送 3.0 0.1 3.8 450,000

基礎工 7.3 0.5 5.3 450,000

配管 3.3 0.7 2.9 393,500

建築板金 2.9 0.3 3.0 392,500

切断穿孔 4.4 0.5 5.4 440,000

その他 5.5 6.1 6.5 450,000

（注）�金額を問う設問は、回答の分布に大きなばらつきがあるため、平均値に代わる代表値として中央値を採用した。「中央値」とは回答データを大きさの順で並
び替えた時、中央にくる値。

出典：建設産業専門団体連合会「登録基幹技能者の処遇に関するアンケート調査（2017年度）」

登録基幹技能者の平均雇用人数は、全体でみると、「正社員として直接雇用」は5.1名、「下請等の配下」は1.9名であり、前回調
査に比べ、それぞれわずかに増えている。また、登録基幹技能者への給与支払額（基本給＋諸手当）は、全体では中央値が400,500
円であり、前回調査に比べ、5,500円増額している。
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16．施工管理技士の状況
①技術検定（１級）受検者数の推移

0
19891990 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

（年度）

（人）

土木 建築 管 電気
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20,000

40,000
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80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

200,000

180,000

出典：国土交通省資料

②技術検定（２級）受検者数の推移

19891990 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17
（年度）

20,000

10,000
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50,000

40,000
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130,000

120,000

（人） 土木 建築 管

電気 造園 機械

うち学科のみ受検 最終合格者数

出典：国土交通省資料

１級施工管理技士の６種目（土木、建築、管工事、電気工事、造園、建設機械）の受検者数の合計は、近年10万人前後、最終合
格者数は３割前後で推移している。 ２級施工管理技士の６種目の受検者数の合計は、近年回復傾向にあり、2017年度では、11
万人を超え、ピークだった1997年頃の水準に近付いている。なかでも、「建築」の受検者数の伸びが大きい。また、2016年度
以降に２級の学科のみ受検者数が増加した要因は、2016年度に受検可能年齢が18歳から17歳に緩和されたこと、2017年度よ
り「土木」、「建築」の２種目で学科試験の年２回化が開始されたこと等が考えられる。
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③女性技術者の学科試験（６種目合計）受検者数及び受検者比率

１級
女性受検者比率

女性受検者数
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出典：国土交通省資料

④女性技術者の実地試験（６種目合計）合格数及び合格率
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1,000 40.0

500 30.0

30.0

90.0

80.0

60.0

70.0
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40.0

（人） （％）

２級
合格率（女性技術者）

合格率（全体）

女性合格者数
3,000

0
2003 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17（年）

2,500

2,000

1,500

1,000

500

（人） （％）

出典：国土交通省資料

女性技術者の施工管理技士の受検状況をみると、１級、２級ともに受検者数、受検者比率が増加傾向となっている。実地試験合
格者数（最終合格者数）についても増加傾向にあり、全体の合格率よりも女性技術者の合格率の方が高い状況が近年続いている。
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17．技能実習生（建設業）の状況

15,566

7,745

5,522

4,640

1,580

486
588

243
219

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（人）

2015 2016 2017 （年）

ベトナム 中国
（香港等を含む） フィリピン ブラジル 韓国

ペルー ネパール G7/8＋オーストラリア＋
ニュージーランド その他

（注）�国籍別技能実習生（建設業）の人数（推計） 
＝総技能実習生（建設業）×建設業に従事する外国人労働者数の国籍別割合（※） 
※建設業に従事する外国人労働者数の国籍別割合 
＝国籍別の外国人労働者数（建設業）÷外国人総労働者数（建設業）

出典：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ」

建設業における技能実習生については、近年ベトナムの実習生の増加が顕著であり、2017年は15,566人となっている。
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Ⅵ．建設コスト
１．建設資材価格（企業物価指数）の推移

105.1

101.3

106.4

92.3
94.1 93.9 93.3 92.7 92.9 92.2 92.2

93.7

96.0 96.8

98.4
99.6 99.9

100.0
100.4 103.6

100.4

100.3
100.1

99.2
97.8 97.4 97.1

97.7

99.3

100.1100.7
101.7102.5

（四半期）

2016
Ⅰ

2015
Ⅰ

2014
ⅠⅡ Ⅲ Ⅳ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅱ

2013
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ⅠⅡ Ⅲ Ⅳ
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製材・木製品
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建設用材料計

（注）1. 2018年第Ⅱ四半期は4月〜5月の平均値
2. 建設用材料のうち、代表的な4品目のみ表示。「建設用材料計」には4品目以外の材料も含む。

出典：日本銀行「企業物価指数」（中間財建設用材料　2015年＝100）

建設資材価格は、東日本大震災の復旧・復興工事の本格化に伴い、2012年後半より上昇が続いた。その後、2014年から2016
年にかけて特に鉄鋼価格下落が顕著だったが、2016年後半からは再び上昇傾向が続いている。

２．建設コスト変化率の推移
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建設コスト 資材価格 労務費

（注）建設コスト：建設工事費デフレーター　　資材価格：企業物価指数（建設用材料）　　労務費：毎月勤労統計（建設業現金給与総額）
出典：国土交通省「建設工事費デフレーター」、日本銀行「企業物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

建設コストについて、2008年度まで上昇傾向が続いたが、2009年度はリーマンショックによる景気悪化により急落した。その
後は上昇と下落を繰り返し推移している状況である。
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３．都市別資材価格指数
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Ⅰ
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東　京仙　台全国平均 大　阪名古屋 福　岡

（注）建設資材物価指数：各都市2005年平均＝100
出典：建設物価調査会

都市別資材価格指数は、東日本大震災以降、仙台が最も高い状況が続いており、2018年第１四半期においては、もっとも低い
福岡とは10ポイント以上の差がついている。

４．都市別工事市場単価
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都市別工事市場単価については、各都市、各工事とも、近年横ばいで推移している。

名称	 鉄筋加工組み立て
規格仕様	 RC ラーメン構造　階高3.5～4.0ｍ程度　形状単純
施工規模	 200t

名称	 コンクリート工事（打設手間）
規格仕様	 躯体コンクリート　ポンプ打ち
施工規模	 100㎥

名称	 普通合板型枠
規格仕様	 ラーメン構造　地上軸部　階高3.5～4.0ｍ程度
施工規模	 10,000㎡

名称	 床コンクリート面直均し仕上げ
規格仕様	� 金ごて　直均し仕上げ 

薄張物下地【手間のみ】
単位	 ㎡
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５．建設資材・労働力需要実態の推移
①建築部門

（請負工事費100万円当たりの投入量）

3

2

0
1997 2003 20062000

4

5
（就業者を除く各単位） （就業者：人日）

骨材・石材（ｍ3）
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3
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就業者（人日）木材（ｍ3） 鋼材（t）

（年度）

8.46

0.72

0.39

1.9

3.12

0.41

（注）調査年度の間隔は2～3年と異なるが、表示（横軸）は等間隔としている。
出典：国土交通省「建設資材・労働力需要実態調査」

②土木部門

（請負工事費100万円当たりの投入量）

3

2

0
1997 2003 20062000 （年度）

4
（骨材・石材、就業者を除く各単位） （骨材・石材：m3、就業者：人日）

鋼材（t）

1

8

0

12

16

4

2010 2012 2014

生コン（m3）セメント（t）
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0.947

0.086
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8.474

0.296

（注）調査年度の間隔は2～4年と異なるが、表示（横軸）は等間隔としている。
出典：国土交通省「建設資材・労働力需要実態調査」

建築工事、土木工事とも、生コン、骨材・石材、就業者の投入量について減少傾向が大きい。
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第２編 個別データベース一覧（主なもの（イメージ））

海外状況
� ※赤文字は、将来見通しの内容を含むもの

Ⅰ．世界の建設産業の状況
名　　称 実施機関 周期 概　　　　要

世界の設計会社上位150社（総売上高）
・Top 150 Global Design Firms Engineering News-Record （ENR） １年 ○�世界の設計会社の総売上高上位150

社のランキング

世界の設計会社上位225社（国外売上高）
・Top 225 International Design Firms Engineering News-Record （ENR） １年 ○�世界の設計会社の国外売上高上位

225社のランキング

世界の建設請負会社上位250社（総売上高）
・Top 250 Global Contractors Engineering News-Record （ENR） １年 ○�世界の建設請負会社の総売上高上位

250社のランキング

世界の建設請負会社上位250社（国外売上高）
・Top 250 International Contractors Engineering News-Record （ENR） １年 ○�世界の建設請負会社の国外売上高上

位250社のランキング

Ⅱ．世界の主要インフラの整備状況
名　　称 実施機関 周期 概　　　　要

高速道路
・World Road Statistics International Road Federation （IRF） １年 ○各国の高速道路の延長

高速道路
・Road Statistics Yearbook European Union Road Federation（ERF） １年 ○各国の高速道路の延長

高速道路
・World Factbook Central Intelligence Agency（CIA） １年 ○各国の高速道路の延長

高速鉄道
・High Speed Lines in the World

Union Internationale des Chemins de Fer 
（UIC） １年 ○各国の高速鉄道の延長

空港
・World Traffic Airport Report Airports Council International （ACI） １年 ○�各国の国際空港の国際線旅客数、国

際貨物取扱量の調査

港湾
・World Container Traffic Data 

International Association of Ports and 
Harbors （IAPH） １年 ○�各国の港湾のコンテナ取扱量の調査

港湾
・One Hundred Ports Lloyd's List Intelligence １年 ○�各国の港湾のコンテナ取扱量の調査

国内状況
Ⅰ．建設投資

名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

建設投資見通し 国土交通省 １年 ○�建設投資推計及び建設投資見通し

建設経済モデルによる建設経済
予測結果 （一財）建設経済研究所 四半期 ○�年度別・四半期別の建設経済の予測（政府建設投資、民間住宅投資、民間非

住宅投資及びマクロ経済）

建設投資等の中長期予測 （一財）建設経済研究所 不定期 ○��建設投資（政府建設投資、民間住宅投資、民間非住宅投資）
○�維持補修

建設総合統計 国土交通省 毎月 ○��建設工事の出来高を月別、都道府県別、発注者別、工事種類別等に推計

建設工事受注動態統計調査 国土交通省 毎月
○�建設工事受注動向
○�公共機関・民間等からの毎月の受注額を発注者別、業種別、工事種類別、地

域別に把握
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名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

建設工事施工統計調査 国土交通省 １年

○�経営組織
○�資本金又は出資金
○�業態別工事種類
○�就業者数
○�国内建設工事の年間完成工事高
○�国内建設工事の年間受注高
○�建設業の付加価値額　等

建築着工統計調査報告 国土交通省 毎月

○�全国における建築物の着工状況（建築物の数、床面積の合計、工事費予定額）
を建築主、構造、用途等に分類して把握

○�住宅の着工状況（戸数、床面積の合計）を構造、建て方、利用関係、資金等
に分類して把握

建設部門分析用産業連関表 国土交通省 ５年
○�各産業別の取引関係の把握
○�建設工事費の内訳の把握
○�経済効果の測定（生産波及効果等）

Ⅱ．建設事業
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

建設業構造実態調査 国土交通省 ３年

○�建設業の基本的構造の的確な把握、分析を行うため、次の８分野について
調査を実施

○�基本的事項、営業活動、取引関係、経営管理、従業者、建設機械・設備、組
織化・事業の共同化、経営革新・事業の再構築

建設業活動実態調査 国土交通省 １年

○�人員の状況（期末の職種別常時従業者数及び期末の業務部門別常時従業者
数）

○�多角化の状況（直近１年間の事業別国内売上高及び直近１年間の設備投資
の状況）

○�国際化の状況・直近１年間の海外建設事業の有無（海外法人を含む）
○�技術開発等の状況（子会社、関連会社は除く）
○�企業集団の状況（産業分類別の子会社及び関連会社の状況）

建設関連業等の動態調査 国土交通省 毎月 ○�建設関連業（測量業、建設コンサルタント、地質調査業）、建設設計業務、
建設機械器具リース業等の契約総額等の動態を調査

建設工事受注動態統計調査
【再掲】 国土交通省 毎月

○�建設工事受注動向
○�公共機関・民間等からの毎月の受注額を発注者別、業種別、工事種類別、地

域別に把握

建設工事施工統計調査
【再掲】 国土交通省 １年

○�経営組織
○�資本金又は出資金
○�業態別工事種類
○�就業者数
○�国内建設工事の年間完成工事高
○�国内建設工事の年間受注高
○�建設業の付加価値額　等

建設業許可業者数調査 国土交通省 １年 ○�建設業の許可を受けて建設業を営む業者数を調査

建設業経営分析 （一財）建設業情報管理セ
ンター １年

○�建設企業の経営分析を行い、建設業の健全な発展に資する基礎資料を得る
ことを目的に、各財務比率の平均値を調査

○�収益性諸比率（総資本経常利益率等）、活動性諸比率（総資本回転率等）、流
動性諸比率（当座比率等）、健全性諸比率（自己資本比率等）、生産性諸比
率（技術職員１人当たり完成工事高等）、その他の諸比率（営業キャッシュ
フロー等）

法人企業統計 財務省 四半期
○�売上高と利益の動向を把握（建設業）
○�売上高、経常利益、売上高経常利益率、倒産件数及び負債総額を把握（建

設業）

倒産月報 （株）東京商工リサーチ 毎月 ○�倒産４法及び任意整理を集計対象とする

倒産集計 （株）帝国データバンク 毎月
○�倒産４法（会社更生法、民事再生法、破産法、特別清算）による法的整理

を申請した負債額1,000万円以上の法人及び個人経営を対象とし、任意整
理（銀行取引停止、内整理など）は集計対象に含まない
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Ⅲ．建設労働（担い手・若者・女性）
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

労働力調査 総務省 毎月

○�失業率
○�建設業就業者数等の産業別就業者数
○�建設技能労働者等の職業別就業者数（建設技能労働者＝「建設・採掘従事者」、「生

産工程従事者」及び「輸送・機械運転従事者」）

就業構造基本調査 総務省 ５年

○�産業大分類（建設業を含む、以下同じ）別、有業者数
○�産業大分類別、性別、有業者数及び割合
○�職業大分類（建設・採掘従事者を含む、以下同じ）別、有業者数
○�職業大分類別、性別、有業者数及び割合
○�産業大分類別、性別、主な雇用形態別、雇用者数及び割合
○�職業大分類別、性別、主な雇用形態別、雇用者数及び割合
○�主な産業別、過去５年間の転職就業者の転入・転出の差
○�前職の主な産業・現職の主な産業別、過去５年間の転職就業者数及び割合等

就業状態等基本集計（国勢調査：
労働力状態、就業者の産業・職業
など）

総務省 ５年 ○�国内の人口・世帯の実態を把握

学校基本調査 文部科学省 １年 ○学校に関する基本的事項を調査
○�教員数、卒業者数、進学者数、就職者数等

職場体験・インターンシップ実施
状況等調査 文部科学省 １年

○�全国の国・公・私立の中学校及び高等学校（全日制・定時制・通信制）を対象とし
た、中学校職場体験・高等学校インターンシップの全国的な実施状況の調査

○�職場体験・インターンシップの体験者数の割合

児童生徒の問題行動等生徒指導
上の諸問題に関する調査 文部科学省 １年

○�児童生徒の問題行動等は、教育関係者のみならず、広く国民一般の憂慮するところ
であり、その解決を図ることは教育の緊急の課題となっていることに鑑み、児童生
徒の問題行動等について、事態をより正確に把握し、これらの問題に対する指導の
一層の充実を図るため、毎年度、暴力行為、いじめ、不登校、自殺等の状況等につ
いて調査

各大学等の授業料滞納や中退等
の状況 文部科学省 １年 ○�各大学等の授業料滞納や中退等の状況

大学等卒業者の就職状況調査
（「大学等卒業予定者の就職内定
状況調査」のうち、毎年４月１日
時点の調査結果）

文部科学省 １年 ○�毎年３月に大学、短期大学、高等専門学校及び専修学校を卒業する予定の学生・生
徒について、就職内定状況を把握

雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○�主要産業における入職・離職及び未充足求人の状況並びに入職者・離職者に係る個
人別の属性及び入職・離職に関する事情を調査

就業形態の多様化に関する総合
実態調査 厚生労働省 不定期 ○�正社員及び正社員以外の労働者のそれぞれの就業形態について、事業所側、労働者

側の双方から意識面を含めて把握

新規学卒者の離職状況 厚生労働省 １年 ○�新規学卒者の３年以内離職率の推移
○学歴別、事業所規模別、産業別

能力開発基本調査 厚生労働省 １年 ○�企業、事業所及び労働者の能力開発の実態を正社員・正社員以外別に明らかにする
○企業、事務所、個人

一般職業紹介状況 厚生労働省 毎月 ○�公共職業安定所における求人、求職、就職の状況（新規学卒者を除く）

労働災害統計 厚生労働省 １年 ○�各業種における死亡災害等の発生状況

大卒求人倍率調査
リ ク ル ー ト
ワ ー ク ス 研 究
所

１年 ○�全国の民間企業の大学生・大学院生に対する採用予定数の調査、および学生の民間
企業への就職意向の調査から、大卒者の求人倍率を算出

進路選択に関する振返り調査
ベ ネ ッ セ 教 育
総合研究所（経
産省委託）

不定期 ○�大学生を対象にした進路選択に関する振返り調査

我が国と諸外国の若者の意識に
関する調査 内閣府 不定期 ○�我が国と諸外国の若者の意識を把握し、我が国の若者の意識の特徴などを分析

若者の考え方についての調査（若
者の仕事観や将来像と職業的自
立、就労等支援等に関する調査）

内閣府 不定期
○�政府による就労等支援施策について、10 代・20 代の若者が、どのように評価し、

自分の将来に対してどのような展望を持ち、また、どのような未来を望んでいるの
か等について調査

若者の意識に関する調査（高等学
校中途退学者の意識に関する調
査）

内閣府 不定期 ○�高等学校中途退学者の状況を把握

若年無業者（15〜39歳）数及び
割合〜就業構造基本調査（平成19
年）の再集計

内閣府 不定期 ○�若年無業者（15〜39歳）数及び割合に関する就業構造基本調査（平成19年）の再
集計結果
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名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

第７回世界青年意識調査 内閣府 不定期 ○�我が国の青年の意識の変化を時系列でとらえるとともに、諸外国の青年の意識と比
較することにより、我が国の青年の意識の特徴及び問題等を把握

第８回世界青年意識調査 内閣府 不定期 ○�我が国の青年の意識の変化を時系列でとらえるとともに、諸外国の青年の意識と比
較することにより、我が国の青年の意識の特徴及び問題等を把握

青少年の就労に関する研究調査 内閣府 不定期 ○�就労に困難を抱えている青少年の実態と意識を把握
青少年の社会的自立に関する意
識調査 内閣府 不定期 ○�我が国の家庭、学校、地域社会などの場における青少年の家族関係、友人関係、就

労等に関する意識と併せて、コミュニケーション能力や社会への関心等を把握
第２回青少年の生活と意識に関
する基本調査 内閣府 不定期 ○�家庭、学校、職業、余暇・友人、地域社会・国家などの各領域における青少年の生

活実態、価値観及び満足度などを発達段階ごとに把握

国民生活に関する世論調査 内閣府 １年 ○�現在の生活や今後の生活についての意識、家族・家庭についての意識など、国民の
生活に関する意識や要望を種々の観点で把握

Ⅳ．建設コスト・資材・労働（価格・需給）
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

主要建設資材需給・価格動向調
査 国土交通省 毎月

○�建設工事に使用する主要建設資材の需給及び価格の変動状況を適正か
つ早期に把握（主要建設資材＝セメント、生コンクリート、骨材、アス
ファルト合材、鋼材、木材、石油の７資材等）�

主要建設資材月別需要予測 国土交通省 毎月 ○�セメント、生コンクリート、木材、普通鋼鋼材、形鋼、小形棒鋼及びス
トレートアスファルトの５資材７品目の国内における需要量の見通し

建設労働需給調査 国土交通省 毎月
○�建設技能労働者の需給状況等を職種別・地域別に把握（職種別＝型わく

工（土木）、型わく工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工
（建築）�、電工及び配管工の８職種）

主要建設資材・市場単価の市況
動向と価格動向、地方市況 （一財）建設物価調査会 毎月

○�40建設資材の価格価格動向を把握（異形棒鋼、H 型鋼、セメント（バ
ラ）、セメント（袋）等）

○�札幌、仙台、東京、新潟、名古屋、大阪、広島、高松、福岡及び那覇の
10都市について調査

建設資材物価指数等 （一財）建設物価調査会 毎月

○�建設工事で使用される資材の総合的な価格動向を把握（建設総合指数、
建築部門指数及び土木部門指数）

○�東京都区部、大阪市、名古屋市、札幌市、仙台市、新潟市、広島市、高
松市、福岡市及び那覇市の10都市について指数を作成

建設資材・労働力需要実態調査 国土交通省 １年 ○�主要建設資材（セメント、生コンクリート、骨材・石材、木材、鋼材）
及び労働力の原単位

建設工事費デフレーター 国土交通省 毎月 ○� 建設工事に係る名目工事費額を基準年度の実質額に変換する目的で作
成

企業物価指数 日本銀行 毎月 ○�企業間で取引される財の価格の変動を示す指数

建築費指数 （一財）建設物価調査会 毎月
○�建築物の工事価格の動向を把握
○�東京をはじめ全国主要９都市（大阪、名古屋、福岡、広島、高松、金沢、

新潟、仙台及び札幌）について指数を作成
「平成27年 労働力需給の推計」
新たな全国推計を踏まえた都道
府県別試算

（独）労働政策研究・研修機構 不定期
○�2030年までの全国の性・年齢階級別労働力人口及び就業者数並びに産

業別就業者数を労働力需給モデルにより推計、また、全国の推計値を踏
まえ、都道府県別労働力人口及び就業者数を試算

一般職業紹介状況（職業安定業
務統計） 厚生労働省 毎月 ○�有効求人倍率

公共事業労務費調査 国土交通省 １年

○�公共工事に従事する労働者の県別賃金を職種ごとに調査し、その調査結
果に基づいて公共工事の積算に用いる「公共工事設計労務単価」を決定

　公共工事設計労務単価は、以下で構成
○�基本給相当額、基準内手当（当該職種の通常の作業条件又は作業内容の

労働に対する手当）、臨時の給与（賞与等）、実物給与（食事の支給等）�

賃金構造基本統計調査 厚生労働省 １年

○�主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者の雇用
形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明
らかにする

○�事業所の属性、労働者の性、雇用形態、就業形態学歴、年齢、勤続年数、
労働者の種類、役職、職種、経験年数、実労働日数、所定内実労働時間
数、超過実労働時間数、決まって支給する現金給与額、超過労働給与額、
調査前年１年間の賞与、期末手当等特別給与額�

毎月勤労統計調査 厚生労働省 毎月 ○雇用、給与、労働時間

国勢調査 総務省 ５年

○労働力人口
○建設業就業者数等の産業別就業者数
○�建設技能労働者等の職業別就業者数（建設技能労働者＝「建設・採掘従

事者」、「生産工程従事者」及び「輸送・機械運転従事者」）�
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Ⅴ．建築・住宅
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

建築着工統計調査報告【再掲】 国土交通省 毎月

○�全国における建築物の着工状況（建築物の数、床面積の合計、工事
費予定額）を建築主、構造、用途等に分類して把握

○�住宅の着工状況（戸数、床面積の合計）を構造、建て方、利用関係、
資金等に分類して把握

住宅メーカーの受注速報 住宅メーカー 毎月

○�戸建注文住宅大手５社（積水ハウス、住友林業、ミサワホーム、大
和ハウス及びパナホーム）の受注速報

○�賃貸住宅大手３社（大東建託、大和ハウス及び積水ハウス）の受注
速報

首都圏・近畿圏のマンション市場動
向 不動産経済研究所 毎月

○�分譲マンションの販売戸数
○�　　　　　〃　　　　契約率
○�　　　　　〃　　　　平均価格

住宅・土地統計調査 総務省 ５年

○�住宅等に関する事項（居住室の数及び広さ等）
○�住宅に関する事項（構造、腐朽・破損の有無、階数、建て方、種類、

建物内総住宅数、建築時期、床面積、建築面積等）
○�世帯に関する事項（世帯主又は世帯の代表者の氏名、種類、構成及

び年間収入）
○�家計を主に支える世帯員又は世帯主に関する事項
○�住環境に関する事項
○�現住居以外の住宅及び土地に関する事項

住生活総合調査 国土交通省 ５年

○�住宅及び居住環境の評価
○�最近５年間の居住状況の変化に関する事項
○�今後の住まい方の意向に関する事項
○�現住居以外に所有・賃借している住宅に関する事項

空き家実態調査 国土交通省 ５年

全国の戸建て住宅の空き家等について　
○�所有者の属性等（所有者の年齢及び所有者の自宅等からの距離）
○�住宅を取得した経緯
○�管理状況（管理者・管理の頻度、管理面での心配事、管理をする上

での障害・課題、専門業者への管理委託及び管理サービスに要する
費用等）

○�今後５年程度のうちの利用意向等

最新オフィスビル市況 三鬼商事 毎月 ○�東京、大阪、札幌、仙台、横浜、名古屋及び福岡の各ビジネス地区
のオフィスビル市況（市場規模や空室率、賃料等）

東京23区の大規模オフィスビル市
場動向調査 森ビル 年２回

（４月・11月）

○�東京23区で1986年以降に竣工した事務所延床面積10,000㎡以上
のオフィスビルを対象に、供給動向及び需要動向に関する調査を行
い、将来のオフィスマーケット動向の予測も行う

東京23区の大規模オフィスビル供
給量調査 森トラスト １年

○�東京23区の大規模オフィスビル（オフィス延床面積10,000㎡以上）
及び中規模オフィスビル（オフィス延床面積5,000㎡以上10,000㎡
未満）の供給動向を調査

大規模小売店舗立地法に基づく届出 経済産業省 毎月 ○�大規模小売店舗立地法で定める店舗面積（小売業を行うための店舗
に供される床面積）が1,000㎡を超える店舗で届け出のあったもの

工場立地動向調査 経済産業省 年２回
（７月・１月）

○�製造業、電気業、ガス業、熱供給業の用に供する工場又は研究所を
建設する目的をもって、1,000㎡以上の用地（埋立予定地を含む）を
取得（借地を含む）したもの

民間企業設備投資動向調査 （一財）建設物価調査会 四半期

○�我が国の総合的な建設活動の見通しに資するため、民間企業におけ
る建設投資の実績及び計画を四半期別に把握する（民間企業設備投
資のうち主に建設投資を対象としているのは、他の設備投資調査に
は見られない特色）

全国設備投資計画調査（大企業） 日本政策投資銀行 １年
○�資本金10億円以上の民間法人企業（ただし、農業、林業及び金融保

険業を除く）を対象に、国内単体及び国内外連結の設備投資（業種
別動向、投資動機等）を分析

地域別設備投資計画調査 日本政策投資銀行 １年 ○�原則として資本金１億円以上の民間法人企業を対象に、地域別設備
投資動向を把握

設備投資動向調査 日本経済新聞社 年２回
（５月・12月） ○�上場企業と資本金１億円以上の企業を対象に、設備投資動向を調査
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Ⅵ．社会資本整備
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

公共工事前払金保証統計 保証事業会社３社 毎月
○�前払金保証実績（北海道建設業信用保証株式会社・東日本建設業保

証株式会社・西日本建設業保証株式会社が前払金保証契約を締結し
た公共工事）から公共工事の発注動向を把握

社会資本整備重点計画 国土交通省等 概ね５年

○�計画期間における社会資本整備事業の実施に関する重点目標
○�重点目標の達成のため、計画期間において効果的かつ効率的に実施

すべき社会資本整備事業の概要
○�社会資本整備事業を効果的かつ効率的に実施するための措置　等

インフラ長寿命化計画 国土交通省等 不定期

○�インフラ長寿命化基本計画（インフラ老朽化対策の推進に関する関
係省庁連絡会議）

○�インフラ長寿命化計画（行動計画）（各インフラを管理・所管する
者）・対象施設の現状と課題・維持管理・更新コストの見通し・必要
施策に係る取組の方向性 等

○�インフラ長寿命化計画（個別施設計画）（各インフラの管理者）・対
策の優先順位の考え方・個別施設の状態等・対策内容と時期・対策
費用 等

PFI の現状について 内閣府 不定期 ○ �PFI の実施状況
○�集中強化期間の取組方針（重点分野及び数値目標）

Ⅶ．人口・世帯
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

国勢調査【再掲】 総務省 ５年
○�人口総数及び男女別人口
○�年齢別人口
○�世帯の状況（世帯数、世帯人員、単独世帯等の世帯の種類）

人口推計 総務省 毎月 ○�国勢調査による人口を基に、その後における各月の人口の動きを他
の人口関連資料から得て、毎月１日現在の人口を算出

住民基本台帳人口移動報告 総務省 毎月 ○�住民基本台帳に基づき、月々の国内における人口移動の状況を明ら
かにする

日本の将来推計人口 国立社会保障・人口問
題研究所 ５年

○�日本の将来推計人口（全国）（2017年４月推計）【推計期間：2016
年〜2065年】

○�日本の地域別将来推計人口（都道府県・市区町村）（2018年３月推
計）【推計期間：2015年から2045年までの30年間（５年ごと）】

日本の世帯数将来推計 国立社会保障・人口問
題研究所 ５年

○�日本の世帯数の将来推計（全国）（2018年１月推計）【推計期間：
2015〜2040年】

○�日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（2014年４月推計）【推
計期間：2010〜35年】

Ⅷ．マクロ経済
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

国民経済計算 内閣府 四半期・年

○ �GDP（民間最終消費支出、政府最終消費支出、民間企業設備、民間
住宅、公的固定資本形成等）

○�建設投資比率（民間非住宅建設投資／民間企業設備投資、建設投資／
GDP）

○�建設業等の産業別生産額

政府経済見通し（経済見通し
と経済財政運営の基本的態
度）

内閣府
１年

（ただし、７月に 
「年央試算」を発表）

○ �GDP（民間最終消費支出、政府最終消費支出、民間企業設備、民間
住宅、公的固定資本形成等）

中長期の経済財政に関する試
算 内閣府 年２回

（１月・７月）
○�「マクロ経済の姿」、「国・地方の財政の姿」、「国の一般会計の姿」及

び「地方の普通会計の姿」

月例経済報告 内閣府 毎月 ○�我が国経済の基調判断と政策の基本的態度
○�設備投資、住宅建設、公共投資等の需要動向等

日銀短観（全国企業短期経済
観測調査） 日本銀行 四半期 ○�業況判断

○�設備投資計画
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名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

法人企業景気予測調査 内閣府・財務省 四半期 ○�景況判断
○�設備投資見通し

景気動向指数 内閣府 毎月
○�生産、雇用など様々な経済活動での重要かつ景気に敏感に反応する

指標の動きを統合することによって、景気の現状把握及び将来予測
に資するための指標

景気ウォッチャー調査 内閣府 毎月 ○�地域の景気に関連の深い動きを観察できる立場にある人々の協力を
得て、地域ごとの景気動向を的確かつ迅速に把握

消費動向調査 内閣府 毎月 ○�今後の暮らし向きの見通しなどについての消費者の意識や各種サー
ビス等への支出予定、主要耐久消費財等の保有状況を把握

家計調査（家計収支編） 総務省 毎月
○�１世帯当たりの収入（勤労者世帯のみ）及び支出金額、また、それ

らを前年の同じ時期と比較した名目増減率と、物価水準の変動の影
響を除去した実質増減率をまとめたもの

機械受注統計調査 内閣府 毎月
○�機械製造業者の受注する設備用機械類の受注状況を調査し、設備投

資動向を早期に把握
○「船舶・電力を除く民需」は民間設備投資の先行指標

法人企業統計【再掲】 財務省 四半期 ○�設備投資の推移

消費者物価指数 総務省 毎月 ○�全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービスの価格等を総合し
た物価の変動を測定

企業物価指数【再掲】 日本銀行 毎月 ○�企業間で取引される財の価格の変動を示す指数

Ⅸ．財政
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

予算 財務省 １年 ○�公共事業予算の推移

地方財政計画 総務省 １年 ○�地方単独事業の推移（計画額）

地方財政白書 総務省 １年 ○�地方単独事業の推移（実績額）

国債発行計画 財務省 １年 ○�国債発行額の推移

中長期の経済財政に関する試算
【再掲】 内閣府 年２回

（１月・７月）
○�「マクロ経済の姿」、「国・地方の財政の姿」、「国の一般会計の姿」及

び「地方の普通会計の姿」

Ⅹ．土地
名　　称 実施機関 周　期 概　　　　要

法人土地・建物基本調査 国土交通省 ５年 ○�法人が所有する土地と建物の所在地、面積、所有形態、利用状況等
の実態を把握

世帯に係る土地基本統計 国土交通省 ５年 ○�世帯が所有する土地の所在地、面積、所有形態、利用状況等の実態
を把握

地価公示 国土交通省 １年 ○�毎年１月１日時点における標準地の正常な価格

都道府県地価調査 国土交通省 １年 ○�毎年７月１日時点における基準地の正常な価格

地価 LOOK レポート 国土交通省 四半期 ○�主要都市の地価動向を先行的に表しやすい高度利用地などの地価動
向を把握し、四半期毎に公表

市街地価格指数 （一財）日本不動産研究
所

年２回
（３月・９月） ○�全国223都市内の調査地点の地価を年２回調査し、指数化するもの
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